
地方公会計財務書類（概要版）

統一的な基準

一般会計等 全体 連結

金額 金額 金額
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 前年度末純資産残高 29,520,476 31,575,418 32,699,094 

1.固定資産 35,860,224 92.9% 38,706,181 93.0% 40,992,778 92.9% 1.固定負債 8,246,761 21.4% 9,082,638 21.8% 10,377,568 23.5% 1.純行政コスト 7,803,404△ 10,909,778△ 12,743,585△ 
（1）有形固定資産 34,205,731 88.6% 36,965,954 88.9% 38,453,235 87.1% 　　　（1）地方債 7,268,428 18.8% 8,104,305 19.5% 8,914,778 20.2% 2.財源 7,622,469 10,702,088 12,673,480 
　　　事業用資産 10,722,570 27.8% 10,735,796 25.8% 12,107,580 27.4% 　　　（2）長期未払金 - - - - - - 　　　（1）税収等 4,476,171 5,616,247 6,557,938 
　　　インフラ資産 23,193,037 60.1% 25,803,789 62.0% 25,877,370 58.6% 　　　（3）退職手当引当金 978,333 2.5% 978,333 2.4% 979,103 2.2% 　　　（2）国県等補助金 3,146,298 5,085,842 6,115,542 
　　　物品 290,125 0.8% 426,369 1.0% 468,284 1.1% 　　　（4）損失補償等引当金 - - - - - - 　本年度差額 180,935△ 207,689△ 70,104△ 
（2）無形固定資産 52,061 0.1% 55,571 0.1% 55,644 0.1% 　　　（5）その他 - - - - 483,687 1.1% 固定資産の変動（内部変動） - - - 
（3）投資その他の資産 1,602,432 4.1% 1,684,656 4.0% 2,483,899 5.6% 資産評価差額 - - - 
      投資及び出資金 169,254 0.4% 169,254 0.4% 41,626 0.1% 2.流動負債 1,030,138 2.7% 1,151,492 2.8% 1,219,357 2.8% 無償所管換等 - - 13,872 
      投資損失引当金 - - - - - - 　　　（1）1年内償還予定地方債 900,294 2.3% 1,019,598 2.5% 1,057,288 2.4% 他団体出資等分の増加 - - 
      長期延滞債権 22,827 0.1% 33,300 0.1% 33,823 0.1% 　　　（2）未払金 - - - - 13,657 0.0% 他団体出資等分の減少 - - 
      長期貸付金 4,388 0.0% 4,388 0.0% 4,388 0.0% 　　　（3）未払費用 - - - - 4,688 0.0% 比例連結割合変更に伴う差額 - 102,210△ 
      基金 1,406,692 3.6% 1,479,479 3.6% 2,400,295 5.4% 　　　（4）前受金 - - - - - - その他 - - - 
      その他 - - - - 5,532 0.0% 　　　（5）前受収益 - - - - - - 　本年度純資産変動額 180,935△ 207,689△ 158,443△ 
      徴収不能引当金 728△ △0.0% 1,765△ △0.0% 1,765△ △0.0% 　　　（6）賞与等引当金 80,166 0.2% 82,217 0.2% 93,345 0.2% 本年度末純資産残高 29,339,542 31,367,729 32,540,652 

2.流動資産 2,756,216 7.1% 2,895,679 7.0% 3,142,841 7.1% 　　　（7）預り金 49,677 0.1% 49,677 0.1% 50,378 0.1%
（1）現金預金 568,146 1.5% 697,747 1.7% 936,341 2.1% 　　　（8）その他 - - - - - -
（2）未収金 9,304 0.0% 20,207 0.0% 24,746 0.1%
（3）短期貸付金 3,190 0.0% 3,190 0.0% 3,190 0.0% 　負債の部合計 9,276,898 24.0% 10,234,131 24.6% 11,596,925 26.3%
（4）基金 2,176,609 5.6% 2,176,609 5.2% 2,176,609 4.9% （1）固定資産等形成分 38,040,023 40,885,980 43,172,577 
（5）棚卸資産 - - - - 3,297 0.0% （2）余剰分（不足分） 8,700,481△ 9,518,251△ 10,635,515△ 
（6）その他 - - - - 731 0.0% （3）他団体出資等分 - 3,590 
（7）徴収不能引当金 1,033△ △0.0% 2,073△ △0.0% 2,073△ △0.0%

（8）繰延資産 - - - 1,958 0.0% 　純資産の部合計 29,339,542 76.0% 31,367,729 75.4% 32,540,652 73.7%
　資産の部合計 38,616,440 100.0% 41,601,860 100.0% 44,137,577 100.0% 　負債及び純資産の部合計 38,616,440 100.0% 41,601,860 100.0% 44,137,577 100.0%

※資産合計額に対する金融資産の割合 11.3% 11.0% 12.7%
（「1.固定資産（3）投資その他の資産」+「2.流動資産」）/資産の部合計

一般会計等 全体 連結
金額 金額 金額

1.業務活動収支 1,054,272 1,199,070 1,330,636 
　　業務支出 6,069,946 9,178,960 11,125,866 
　　　内、支払利息支出 25,020 44,855 45,697 
　　業務収入 7,212,016 10,465,828 12,544,300 
　　臨時支出 312,079 312,079 312,079 
　　臨時収入 224,281 224,281 224,281 
2.投資活動収支 972,498△ 994,662△ 1,548,479△ 
　　投資活動支出 1,659,829 1,711,030 2,315,097 
　　　内、基金積立金支出 335,436 335,462 365,159 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 　　投資活動収入 687,331 716,368 766,618 
経常費用 7,737,214 100.0% 11,036,681 100.0% 13,019,561 100.0% 　　　内、基金取崩収入 275,029 288,760 290,349 
1.業務費用 3,801,932 49.1% 4,350,757 39.4% 4,847,377 37.2% 基礎的財政収支 167,201 295,965 97,337△ 
　　　（1）人件費 1,084,086 14.0% 1,115,515 10.1% 1,364,357 10.5% 3.財務活動収支 12,064△ 109,044△ 370,484 
　　　（2）物件費等 2,652,267 34.3% 3,135,382 28.4% 3,337,163 25.6% 　　財務活動支出 915,053 1,037,933 1,062,809 
          内、減価償却費 1,660,602 21.5% 1,848,422 16.7% 1,873,166 14.4% 　　財務活動収入 902,989 928,889 1,433,293 
　　　（3）その他の業務費用 65,580 0.8% 99,859 0.9% 145,856 1.1% 本年度資金収支額 69,710 95,364 152,640 
2.移転費用 3,935,282 50.9% 6,685,924 60.6% 8,172,184 62.8% 前年度末資金残高 448,759 552,706 736,114 
　　　（1）補助金等 2,667,849 34.5% 6,099,334 55.3% 7,460,354 57.3% 比例連結割合変更に伴う差額 - 2,098△ 
　　　（2）社会保障給付 575,686 7.4% 575,686 5.2% 575,686 4.4% 本年度末資金残高 518,469 648,070 886,656 
　　　（3）他会計への繰出金 680,869 8.8% - - - - 本年度末歳計外現金高 49,677 49,677 49,685 
　　　（4）その他 10,877 0.1% 10,904 0.1% 136,145 1.0% 本年度末現金預金残高 568,146 697,747 936,341 
経常収益 238,641 3.1% 431,735 3.9% 580,714 4.5%
1.使用料及び手数料 64,276 248,233 269,766 
2.その他 174,366 183,502 310,947 
純経常行政コスト 7,498,573 10,604,946 12,438,847 
臨時損失 313,637 313,637 313,715 
臨時利益 8,805 8,805 8,978 
純行政コスト 7,803,404 10,909,778 12,743,585 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を、業務活動
収支・投資活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動に資金が必要で
あったかを示しています。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の
資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえでの収入と支出を表しています。投
資活動収支は、主に固定資産形成に関する収入と支出を言います。財務活動収支と
は、地方債等の借入や元金償還に関する支出を言います。

資金収支計算書

貸借対照表では、年度末日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の
世代、または国、県が負担した分となります。

勘定科目

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等 全体 連結

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコスト
のうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービス
に要したコストを表したものです。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、減価
償却費や退職手当引当金などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さ
らに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受益
者負担がどの程度あったかを把握することができます。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのような要因で増減した
か、を表すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。

美里町 令和2年度

貸借対照表 純資産変動計算書
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目

勘定科目
一般会計等 全体 連結

勘定科目
一般会計等 全体 連結

単位 （千円）


